
１　交通指導取締りの状況
⑴�交通指導取締りの状況
　令和元年中における車両等の道路交通法違反
（罰則付違反）の取締り件数は571万1,488件で，
悪質性・危険性の高い違反としては，最高速度違
反が113万7,255件，酒酔い・酒気帯び運転が２万
5,434件，無免許運転が１万8,607件等である（第
1-43図）。
　なお，点数告知に係る違反の取締り件数につい

て主なものをみると，座席ベルト装着義務違反が
61万1,446件で，ヘルメット装着義務違反が9,330
件等である。また，放置違反金納付命令件数が92
万3,010件である。
⑵�高速道路における交通指導取締りの状況
　令和元年中の高速道路における交通違反取締り
状況は，第1-16表のとおりである。
⑶�交通反則通告制度の適用状況
　令和元年中に反則行為として告知した件数は

道路交通秩序の維持第５節

主法令違反別
令和元年 平成30年 対前年比

件数 構成率 件数 構成率 増減数 増減率
件 ％ 件 ％ 件 ％

総　　数 480,554 100.0 494,528 100.0 －13,974 －2.8
最 高 速 度 違 反 325,755 67.8 336,406 68.0 －10,651 －3.2
積 載 違 反 920 0.2 1,017 0.2 －97 －9.5
車 両 通 行 帯 違 反 60,775 12.6 61,773 12.5 －998 －1.6
車 間 距 離 不 保 持 13,787 2.9 11,793 2.4 1,994 16.9
酒 酔 い， 酒 気 帯 び 運 転 289 0.1 305 0.1 －16 －5.2
駐 ・ 停 車 違 反 30 0.0 67 0.0 －37 －55.2
無 免 許， 無 資 格 運 転 754 0.2 682 0.1 72 10.6
そ の 他 78,244 16.3 82,485 16.7 －4,241 －5.1
注　１　警察庁資料による。
　　２　構成率は，単位未満で四捨五入しているため，総数と内訳の計が一致しない場合がある。

▶第1-16表 高速道路における交通違反取締り状況

▶第1-43図 交通違反取締り（告知・送致）件数（令和元年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　高速道路分を含む。
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549万5,784件で，車両等運転者の道路交通法違反
（罰則付違反）の取締り件数中に占める比率（反
則適用率）は96.2％である。
　反則告知件数を成人・少年別にみると，成人は
538万3,443件，少年は11万2,341件である。また，
行為別にみると，主なものは，最高速度違反が
106万31件（19.3％），一時停止違反が132万4,348
件（24.1％），携帯電話使用等違反が71万5,309件
（13.0％）である。

２　交通指導取締りの強化等
⑴�一般道路における効果的な指導取締りの強化等
　平成25年に有識者懇談会においてとりまとめら
れた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等
の在り方に関する提言」を踏まえ，交通事故実態
の分析結果に基づき，飲酒運転のほか，著しい速
度超過等の交通死亡事故に直結する悪質性・危険
性の高い違反及び迷惑性が高く地域住民からの取
締り要望の多い違反に重点を置いた指導取締りを
推進した。また，近年，スマートフォン等の画面
を注視していたことに起因する交通事故が増加傾
向にある情勢等を踏まえ，携帯電話使用等に起因
する悲惨な交通事故を防止するため，第198回国
会において成立した道路交通法の一部を改正する
法律により，携帯電話使用等に対する罰則が引き
上げられ，令和元年12月から施行された。運転中
に携帯電話等を使用することは重大な交通事故に
つながり得る極めて危険な行為であることから，
運転者等に対して広報啓発を推進するとともに，
携帯電話使用等の指導取締りを推進した。
　さらに，信号機のない横断歩道における歩行者
の優先等を徹底するため，運転者に対し，横断中
はもとより横断しようとする歩行者の保護に資す
る指導を重点的に行うとともに，子供・高齢者が
多い箇所においては適切に検挙措置を講じたほ
か，通学路等において可搬式の速度違反自動取締
装置を活用するなど，交通事故実態に的確に対応
した効果的な指導取締りを推進した。
　また，パトカー等による警戒活動や通学時間帯，
薄暮時間帯における交通街頭活動を推進し，違法
行為の未然防止に努めたほか，交通事故抑止対策
について国民の理解を深めるため，ウェブサイト

やSNS等を活用した指導取締りに関する情報発信
に努めるなど，交通事故抑止に資する取組を推進
した。
　さらに，訪日外国人観光客を対象とした白タク
事件の取締りを推進するとともに，事業活動に関
して行われた過労運転，過積載運転，放置駐車，
最高速度等の違反及びこれらに起因する事故事件
については自動車の使用者等の責任，いわゆる背
後責任の追及を図るとともに，自動車の使用制限
処分を行うなどこの種の違反の根源的対策を推進
したほか，無車検運行，無保険車運行等各種交通
関係法令違反についても取締りを推進した。
　また，自転車利用者による危険・迷惑行為及び
交通事故を防止するために，無灯火，二人乗り，
信号無視，一時停止違反等に対する指導警告を強
化するとともに，制動装置不良自転車（ブレーキ
がない自転車等）の運転のほか，違反行為により
通行車両や歩行者に対する具体的危険を生じさせ
たり，指導警告に従わず違反行為を繰り返したり
するなどの悪質，危険な自転車利用者に対しては，
交通切符を適用した検挙措置を講じた。
　さらに，警察では，飲酒運転に対する厳正な取
締りを行っており，特に，夜間における取締体制
を確保し，飲酒運転に係る取締結果や交通事故発
生状況を的確に分析した上，飲酒運転が常態的に
見られる時間帯・場所に重点を置いた効果的な飲
酒運転の取締りを推進した。
　また，無免許運転又は飲酒運転を検挙した際は，
その周辺者に対する的確な捜査を行い，これらの
違反を助長する周辺者に対する取締りを推進した。
⑵�高速道路における指導取締りの強化等
　高速道路における安全で円滑な交通流を確保す
るため，各都道府県の高速道路交通警察隊の体制
の充実強化を図るとともに，多角的な交通事故分
析により交通危険箇所に重点を置いた機動警ら，
駐留監視活動等を強化して交通流の整序に努め，
悪質性・危険性・迷惑性の高い著しい速度超過，
飲酒運転，車間距離不保持，通行帯違反等を重点
とした指導取締りを推進した。
　また，関係機関・団体と連携し，全席シートベ
ルト着用の普及啓発活動を推進した。
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３　�交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の
一層の推進

⑴�交通事故事件捜査の現況
　交通事故に係る自動車の運転により人を死傷さ
せる行為等の処罰に関する法律（平25法86）によ
る危険運転致死傷罪及び過失運転致死傷罪等事件
の令和元年中における送致件数は，36万9,182件
である。
　なお，令和元年中のひき逃げ事件（交通事故に
係る無申告事件を含む。）の発生件数は１万3,404
件で，検挙件数は6,964件である（第1-17表）。
⑵�適正かつ緻密な交通事故事件捜査の推進
　交通事故事件捜査においては，初動捜査の段階
から危険運転致死傷罪の適用も視野に入れ，組織
的かつ重点的な捜査及び正確かつ綿密な鑑識活動
を行うなど，適正かつ緻密な交通事故事件捜査を

推進した。
　また，客観的な証拠に基づいた事故原因の究明
を図るため，常時録画式交差点カメラや3Dレー
ザースキャナ等の装備資機材を活用し，科学的捜
査を推進した。

４　�暴走族等対策の推進
　暴走族は減少傾向にあるものの，都市部を中心
に，地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼし
ていることから，「暴走族対策の強化について」（平
成13年２月５日暴走族対策関係省庁担当課長等会
議申合せ）に基づき，政府一体となった暴走族対
策の推進に努めた。
　令和元年末現在，警察が把握している全国の暴
走族は，150グループ6,073人である。
　また，元暴走族構成員等が中心となって結成さ
れた「旧車會」等と呼ばれる集団の中には，暴走
族風に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて，大
規模な集団走行を各地で行うなど，迷惑性が高い
ものもあることから，都道府県警察間での情報共
有を図るとともに，関係機関と連携して騒音関係
違反等に対する指導取締りを推進した（第1-18表）。
⑴�暴走族追放気運の高揚及び家庭，学校等におけ
る青少年の指導の充実

　暴走族追放の気運を高揚させるため，「暴走族
根絶（追放）条例」等の運用に協力するとともに，
報道機関に対する資料提供等による広報活動を積
極的に行った。
　また，家庭，学校，職場，地域等において，青
少年に対し，「暴走族加入阻止教室」を開催する
などの指導等を促進するとともに関係団体や暴走
族相談員等との連携の下に，暴走族の解体，暴走

年
区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

暴
走
族

グループ数 227 208 183 146 150

人員 6,771 6,595 6,220 6,286 6,073

旧
車
會

グループ数 578 561 557 513 516

人員 6,173 6,114 6,304 5,882 5,661
注　１　警察庁資料による。
　　２　旧車會は，違法行為を敢行する者として把握した数。

▶第1-18表 暴走族等の勢力

� 年別
区分

ひき逃げ・無申告事件の発生・検挙状況
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

死
　
亡

発　生 150 147 119 132 130
検　挙 146 148 116 128 131
検挙率 97.3 100.7 97.5 97.0 100.8

重
　
傷

発　生 1,193 1,133 1,203 1,177 991
検　挙 618 664 747 734 672
検挙率 51.8 58.6 62.1 62.4 67.8

軽
　
傷

発　生 15,653 14,859 14,414 13,748 12,283
検　挙 7,012 6,676 6,867 6,750 6,161
検挙率 44.8 44.9 47.6 49.1 50.2

合
　
計

発　生 16,996 16,139 15,736 15,057 13,404
検　挙 7,776 7,488 7,730 7,612 6,964
検挙率 45.8 46.4 49.1 50.6 52.0

注　１　警察庁資料による。
　　２　�ひき逃げ事件とは，人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る救護措

置義務違反をいう。
　　３　�無申告事件とは，人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る報告義務

違反をいう。

▶第1-17表 ひき逃げ事件の発生・検挙状況
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族への加入阻止，暴走族からの離脱等の支援指導
を徹底した。さらに，暴走族問題と青少年の非行
等問題行動との関連性に鑑み，地域の関連団体等
との連携を図るなど，青少年の健全育成を図る観
点から施策を推進した。
　学校において，非行防止教室の開催など生徒指
導の充実に努めるとともに，文部科学省と独立行
政法人教職員支援機構の共催による交通安全教育
担当教職員等の研修の実施などを通じて，児童生
徒等に対する交通安全教育の充実を図った。
⑵�暴走行為阻止のための環境整備
　暴走族等（暴走族及び違法行為を敢行する旧車
會員（暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を
運転する者））及びこれに伴う群衆のい集場所と
して利用されやすい施設の管理者に協力を求め，
暴走族等及び群衆をい集させないための施設の管
理改善等の環境づくりを推進するとともに，地域
における関係機関・団体が連携を強化し，暴走行
為等ができない道路環境づくりを積極的に行っ
た。また，事前情報の入手に努め，集団不法事案
に発展するおそれがあるときは，早期に暴走族等
と群衆を隔離するなどの措置を講じた。
⑶�暴走族等に対する指導取締りの推進
　暴走族等に対しては，共同危険行為等の禁止違
反や騒音関係違反※を始めとする各種法令を活用
した取締りを推進した。また，暴走行為に使用さ
れた車両等を積極的に押収し，暴走族等と車両の
分離を図るとともに，不正改造等暴走行為を助長
する行為に対しても背後責任の追及を行った。令
和元年中の暴走族等の検挙状況をみると，前年に

比べ検挙人員は8.0％減少し7,798人であった（第
1-19表）。
⑷�暴走族関係事犯者の再犯防止
　暴走族関係事犯者の捜査に当たっては，個々の
犯罪事実はもとより，組織の実態やそれぞれの被
疑者の非行の背景となっている行状，性格，環境
等の諸事情を明らかにしつつ，事件の速やかな処
理に努めるとともに，グループの解体や暴走族グ
ループから加入者等を離脱させるなど暴走族関係
事犯者の再犯防止に努めた。
　少年院送致決定を受けたあるいは保護観察に付
された暴走族関係事犯少年等の処遇に当たって
は，遵法精神のかん養，家庭環境の調整，交友関
係の改善指導，暴走族組織からの離脱指導等，再
犯・再非行防止に重点を置いた個別処遇に努めた。
　なお，平成30年に保護観察に付された者のうち，
保護観察開始前に暴走族と関係があった者は557
人である。
⑸�車両の不正改造の防止
　不適切な着色フィルムの貼付，消音器の切断・
取り外し等の不正改造車等を排除し，自動車の安
全運行を確保するため，「不正改造車を排除する
運動」を年間を通じて実施した。特に，令和元年
６月（近畿は７月，沖縄は10月）を強化月間とし
て，自動車検査のより一層確実な実施に加え，広
報活動の一層の推進，関係者への指導徹底，街頭
検査の重点化等を行った。
　また，道路運送車両法の不正改造行為の禁止及
び不正改造車両に対する整備命令に係る規定を的
確に運用し，不正改造車の排除に努めた。

※騒音関係違反
　　道路交通法違反のうち，近接排気騒音に係る整備不良，消音器不備及び騒音運転等をいう。

年
区分 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

暴走族の検挙人員 12,457 10,275 9,329 7,608 7,053
旧車會の検挙人員 1,708 1,476 1,077 872 745
合計 14,165 11,751 10,406 8,480 7,798
注　警察庁資料による。

▶第1-19表 暴走族等による道路交通法，道路運送車両法違反の検挙状況
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